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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　望ましい食育の推進や支援の方策を考慮する際に有用な知見を得ることを目的として、母子保健関連業務

に関わる管理栄養士、栄養士、保育士、保健師などに、食育の実施状況、連携内容、連携状況、ならびに今

後の連携に関する意識調査研究を実施した。その結果、食育に取り組んでいる主な場所は保育所、保健セン

ターであった。食育に取り組んでいる者は約90％であった。食育の内容の主なものは、食育の教材づくり、

調理体験、保護者への相談・講習会、配膳・片付け体験、食事を味わう・量を調節する体験、飼育・栽培体

験、食育の体制づくりであった。食育の主な連携先は、保育所、家庭、住民組織・団体、保健センター、小

学校であった。食育の連携状況は「十分連携している」のは1．6％と大変少なく、「連携している遜は35．9％

であった。一方、「あまり連携していない」は30．6％、「全く連携していない」は2．8％であった。今後、食育

の連携をとりたい主な相手は、小学校、家庭、幼稚園、子育て支援センター、保育所、中学校、保健センタ

ーであった。

　本研究結果から、様々な職種が多様な内容で食育に取り組んではいるものの、その状況には各職種、所属

問に差のあること、また、他組織・機関との連携は、未だ十分な状況ではないことが明らかにされた。家庭

と連携する場合には、子どもと保護者への食育を併せて進めていくことにより、家族が生涯にわたり健康な

生活を営む上で有用な食の選択力が培われ、また、子どもの適切な食習慣の形成に好ましい影響があると推

察される。小・中・高等学校や大学などとの連携を求める者が多いことから、今後はライフステージを通じ

た縦の連携を強化する有効な方策を提示することが望まれる。なお、連携を進めるにあたり、対象者への食

育の効果と共に、連携に関わった関係者の利点についての検証も必要であると考える。
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Study on Support for Dietary Education (I)
- A survey on the promotion and cooperation of dietary education by mother and child healthcare workers -��

Chiharu TSUTSUMI, Akira TAKANO, Fusako MITSUHASHI ��

Abstract : In order to obtain useful information when considering a strategy of promotion and support for desirable ��

dietary education, we conducted a survey targeting professionais related to the heaith care of mothers and children, ��

including registered and non-registered dietitians, nursery teachers and public health nurses. In the survey, we exaJnine ��

both current practices and the actuai contents of dietary educatior~ as well as current and future cooperation with the ��

public. ��

From the survey we found the following facts. About 900/0 Of the subjects who answered the survey are engaged in ��

dietary education, which is provided mainly at nurseries and public heaith centers. The contents of the education ��

provided include setting up a dietary education system; preparing teaching materiais; giving lectures and having ��

consultation meetings with parents; teaching children appropriate food-serving sizes, Ietting them experience ��

table-laying, washing dishes, cooking, tasting meals, and raising animais and growing vegetables. Organizations that the ��

subjects mainly cooperate with include nurseries, families, community groups, public heaith centers, and elementary ��

schools. While 1.6% and 35.9% of the subjects answered that cooperation with such organizations is 'very good' and ��
'moderate' respectively, 30.6% said cooperation is 'poor' and 2.8%, 'not at all'. The main organizations they said they ��

would like to cooperate more closely with were families, nurseries, kindergartens, elementary schools, junior high ��

schools, child-nurturing support centers, and health care centers. ��

The following conclusions were obtained from this survey. There are many occupational professionais tackling dietary ��

education in many different ways. However, there are clear differences in the quality of education being provided by ��

these professionals, and the level of cooperation with the public has to-date not been sufficient. When dealing with a ��

family, providing both children and parents with dietary education is expected to lead them to learn effective food ��

choices, which is important to sustain a healthy life, and children to adopt healthy eating habits. Many subjects said they ��
hope to cooperate with educational institutions all the way from elementary school through to higher education, which ��

suggests we need to provide an effective dietary educational strategy which reinforces the level of cooperation ��

throughout the entire life-stage. We aiso need to examine the effect of dietary education on the people who receive it ��

and the benefits of closer cooperation for the professionals who engage in dietary education. ��

Keywords : dietary education, cooperation, family, nursery, life-stage ��
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1、研究目的

　現在、食育は保健センター、保育所に加えて、児童館、

子育て支援センター、幼稚園、小学校、中学校などにお

いて、栄養士、保健師、保育士などにより実践されてい

る。これらの機関・組織は、それぞれの取り組み実施状

況を把握し、連携をとることにより、食育の推進がさら

に効果的に行われるものと考えられる。

　食育の連携の実態にっいては、r健やか親子21」中間

評価報告書1）やr子ども・子育て応援プラン32）等に盛

り込まれた個別の施策に関する平成17年度の取り組み

状況の報告で、市町村と他機関・組織との連携割合が示

されたものの、その詳細については現在までに明らかに

されていない。

そこで、本研究においては、望ましい食育の推進や支

援の方策を考慮する際に有用な知見を得ることを目的に、

母子保健関連業務に関わる管理栄養士、栄養士、保育士、

保健師などに、食育にっいて、その実施状況、連携内容、

連携状況、ならびに今後の連携に関する意識調査を実施

した。

96．1％）（表1）。

調査対象者の年齢構成を表2に示す。高い順に30歳代

（28．6％）、40歳台（26，0％）、20歳代（21．0％）、50歳

台（20。6％）であった。

調査対象者の職業の細目を表3－1に示す。高い順に

管理栄養士（28．3％）、栄養士（19．1％）、保育士（17．9％）、

保健師（15．9％）であり、養護教諭、調理師、看護師、

助産師、母子保健推進員、教諭・教員、食生活改善推進

員、調理員、主婦、学生・大学院生、保育所管理職、無

職、その他は5％以下と低かった。そこで、職業の分類

（大項目）は管理栄養士、栄養士、保育士、保健師、及

びそれ以外をまとめてその他とした（表3－2）。

対象者の所属の細目を表4－1に示す。高い順に行政

（41．5％）、社会福祉施設（保育所など）（35。7％）、小・

中・高等学校（7．4％）であった。医療施設、住民組織・

団体、大学・短期大学・専門学校、幼稚園、企業、食育

推進連絡会（協議会）、農林漁業、食品産業関連機関、特

に所属していない、及びその他は5％以下と低かった。

所属の分類（大項旨）は、行政、社会福祉施設、及びそ

れ以外をまとめてその他とした（表4－2）。

皿．研究方法

1。調査方法および内容

調査対象者は、青森県、岩手県、茨城県、千葉県、埼

玉県、東京都、石川県、岐阜県、愛知県、大阪府、広島

市、山口県、福岡県の26か所において、妊産婦や乳幼児

の栄養に関する研修会に参加した1873名である。参加者

には、会場で調査票を配布し、回答後にその場で回収し

た。調査時期は平成18年6月～10月である。

調査票は、回答者の属性、食育に取り組んでいる場所

取り組んでいる食育の内容、食育の連携先と連携の状況、

今後の食育の連携先から構成されている。結果は、職業

別と所属別に分類して集計した。なお、無回答があるた

めに、職業別と所属別の合計の数値は一致していない。

統計解析はSPSS（Ver．15。0）を用いた。

2、倫理的配慮

調査依頼の文書にて研究の趣旨を提示し、調査への協

力は任意、無記名であること、統計的に回答を処理し、

対象者に不利益を被らないことを説明した。データは研

究目的以外に使用しないことを調査依頼文書に示し、質

問紙の回答をもって承諾を得たものとした。

皿．研究結果

1．回答者の属性

調査対象者1873名の性別は、男性22名（1．2％）、女

性i178名（94．9％）である（表1）。そのうち無回答73

名を除く1800名の調査票を有効回答とした（有効回答率

2．職業別の分類

（1）職業別：所属分類

調査対象者の職業別の所属分類の細目を表5－1に、

大項目の分類を表5－2に示す。管理栄養士は行政が約

60％、社会福祉施設は約20％であった。栄養士は社会福

祉施設が約50％を占め、行政は約25％であった。保育士

は社会福祉施設が約90％、保健師は行政が約96％とほと

んどを占めていた。

（2〉職業別：食育に取り組んでいる場所

食育に取り組んでいる場所を職業別に表6に示す。管

理栄養士は保健センターが約43％、保育所が約23％、保

健所が約15％で、それ以外の小学校、家庭は10％以下と

低かった。栄養士は保育所が約53％、保健センターが約

22％と高く、それ以外の家庭、小学校は管理栄養士と同

様に10％以下と低かった。保育士は保育所約94％と家庭

約王2％で大部分を占めていた。保健師は保健センターが

約61％、保健所が約12％であり、それ以外は5％以下と

低かった。

（3）職業別＝取り組んでいる食育の内容

取り組んでいる食育の内容を職業別に表7に示す。管

理栄養士、栄養士は「食育の教材づくり」がそれぞれ約

50％、r調理体験」はそれぞれ約45％と高かった。r配膳・

片付け体験」、「飼育・栽培体験」は栄養士が管理栄養士

より、それぞれ約2倍高かった。一方、「保護者への相談・

講習会」、「食育の体制づくり」、「地域講習会」は管理栄

養士が栄養士より約L4倍～約2倍高かった。保育士は

「飼育・栽培体験」、「配膳・片付け体験」が、栄養士、
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管理栄養士、保健師に比べてとても高く、子どもと直接

的な関わりの中で食育に取り組んでいる様子が明らかに

された。保健師は「保護者への相談・講習会」が約40％

と高く、保護者への食育が中心であった。ヂ食育計画策定」

は管理栄養士、栄養士、保育士の約20％が実施していた

が、保健師の実施率は5％以下で低かった。

（4）職業別＝食育の連携先

現在、取り組んでいる食育の連携先を職業別に表8に

示す。管理栄養士は保育所と約37％、住民組織・団体と

約36％、保健センターと約26％、家庭と約24％、小学

校と約23％連携していた。本調査における住民組織・団

体とは、母子保健推進員、食生活改善推進員、NPOなど

を示す。栄養士の連携先も管理栄養士とほぼ同様であっ

たが、住民組織・団体、小学校との連携の割合は、管理

栄養士の方が約1．8倍高かった。また、中学校、児童館、

農林漁業、食品産業関連機関、高等学校との連携の割合

も、管理栄養士は栄養士に比べて約2倍～約5倍高かっ

た。保育士は保育所と約47％、家庭と約41％連携をとっ

ていたが、それ以外のところとの連携割合は低く、約

16％は「どことも連携していない」と回答していた。保

健師は、住民組織・団体と約30％、保健センターと約20％、

保育所と約17％、家庭と約14％、小学校と約13％連携

していた。

（5）職業別：食育の連携状況

食育の連携状況を職業別に表9に示す。「十分連携して

いる」は、全ての職種で大変低く3％以下であった。「連

携している」としたのは、管理栄養士約40％、栄養士約

44％、保育士約36％であったが、保健師は約27％とやや

低かった。「あまり連携していない」は、管理栄養士約

33％、栄養士約29％、保育士約36％、保健師約30％で

あった。保育士はr食育に取り組んでいない」割合が他

の職種に比べて低いことから、あまり連携しないで食育

を進めている状況が明らかになった。

（6）職業別：今後、食育の連携をとりたい相手

今後、食育の連携をとりたい相手を職業別に表10に示

す。管理栄養士は小学校、幼稚園、家庭、中学校、保育

所を約31％～約44％の者があげていた。栄養士も同様の

傾向がみられたが、栄養士よりも管理栄養士は、小学校、

中学校、住民組織・団体、高等学校、農林漁業、食品産

業関連機関、大学・短期大学・専門学校との連携を望む

者の割合が高かった。保育士は、小学校、家庭、子育て

支援センター、保健センターとの連携を望む者が約27％

～約34％であった。保健師は、幼稚園、小学校、保育所、

中学校、高等学校との連携を望む者が約35％～約54％と

高かった。

3．所属別の分類

（1）所属別：職業分類

調査対象者の所属別の職業分類の細目を表11－1に、

大項目の分類を表11－2に示す。行政では管理栄養士が

最も高く、以下、保健師、栄養士と続いた。社会福祉施

設では、保育士が最も高く、次いで栄養士、管理栄養士

が高かった。行政、社会福祉施設以外の所属で最も高い

のは、管理栄養士、次いで養護教諭、栄養士であった。

（2）所属別：食育に取り組んでいる場所

現在、食育に取り組んでいる場所を所属別に表12に

示す。全体では保育所が38。1％と最も高く、次いで保健

センターも27．8％と高かった。一方、家庭は9．8％と低

かった。また、小学校、保健所、幼稚園、子育て支援セ

ンター、中学校も約3％～約8％と低かった。食育に取り

組んでいない者は全体では⑳。6％であった。

回答者の所属別にみると、行政に所属している者の主

な場所は高い順に、保健センター（59．9％）、保健所

（15．3％）、保育所（13．3％）、小学校（6．玉％）、家庭（5．8％）

であった。食育に取り組んでいない者は9．0％であった。

社会福祉施設に所属している者は、保育所は約90％と高

く、家庭は9％であった。それ以外に子育て支援センタ

ー
、

児童館などを回答した者は、3％以下で大変低かった。

食育に取り組んでいない者は6．三％であった。行政や社

会福祉施設以外に所属する者の主な場所は高い順に、小

学校（2L8％）、家庭（17。8％）、保健センター（13．2％）、

高等学校（5．1％）であり、それ以外の場所を回答した者

は5％以下と低かった。食育に取り組んでいない者は

20．4％であり、行政や社会福祉施設に所属する者に比べ

て高かった。

（3）所属別：取り組んでいる食育の内容

現在、取り組んでいる食育の内容を所属別に表13に

示す。全体では高い順に主なものは、r食育の教材づくり」

（37．4％）、r調理体験」（35．7％）、r保護者への相談・講

習会」（30，9％）、ギ配膳・片付け体験」（23．3％）、「食事

を味わう・量を調節する体験」（22．5％）、「飼育・栽培体

験」（21．3％）、「食育の体制づくり」（19．8％〉であった。

回答者の所属別にみると、行政に所属している者の主

なものは高い順に、「保護者への相談・講習会」（43，0％）、

ド調理体験」（33．9％）、「食育の教材づくり」（32．3％）

「地域講習会」（26．8％）、「食育の体制づくり」（25，6％）

であった。社会福祉施設に所属している者の主なものは

高い順に、「飼育・栽培体験j（49．6％）、喰育の教材づ

くり」（48．6％）、ヂ配膳・片付け体験」（47．0％）、「調理

体験」（46，9％）、「食事を味わう・量を調節する体験」

（37。0％）であり、子どもを対象にするものが高かった。

行政や社会福祉施設以外に所属する者の主なものは高い

順に、「食育の教材づくり」（29．2％）、「調理体験」（2L8％）、

「保護者への相談・講習会」（15．7％）、「食事を味わう・

量を調節する体験」（14．8％）、「配膳・片付け体験」
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（13。4％）であった。

（4）所属別＝食育の連携先

　現在、取り組んでいる食育の連携先を所属別に表14

に示す。全体では主な連携先は高い順に、保育所（32．7％）、

家庭（24。1％）、住民組織・団体（22．5％）、保健センタ

ー（17、3％）、小学校（13．0％）であった。

　回答者の所属別にみると、行政に所属している者の主

な連携先は高い順に、住民組織・団体（42．1％）、保育所

（3L7％）、保健センター（27．4％）、小学校（23．4％）、

家庭（20．3％）であった。社会福祉施設に所属している

者の主な連携先は、保育所（5L4％）、家庭（30．6％）に

集中し、それ以外のところは10％以下であった。行政や

社会福祉施設以外に所属する者の主な連携先は高い順に、

家庭（20、8％）、住民組織・団体、保健センター（各16．2％）、

小学校（10．6％）であった。

　どことも連携していないのは、行政は4．2％と低いが、

社会福祉施設はH．9％、その他の所属はH。8％と高かっ

た。

（5）所属別：食育の連携状況

　食育の連携状況を所属別に表15に示す。全体では「十

分連携している」のは1．6％と大変低く、「連携している」

は35。9％であった。一方、「あまり連携していない」は

30．6％、「全く連携していない」は2．8％であった。所属

別では「十分連携している」のは、行政、社会福祉施設

（各1．7％）、その他の所属（1．2％）といずれも低かっ

た。「連携している」のは、行政、社会福祉施設（各39．0％）、

その他の所属（25．9％）であった。一方、「あまり連携し

ていない」は、行政（32．3％）、社会福祉施設（32，4％）、

その他の所属（24．8％）であり、行政、社会福祉施設は

同様の傾向を示していた。「全く連携していない」は行政

（1．6％）、社会福祉法人（2．7％）に比べ、その他の所属

は4．9％とやや高かった。

（6）所属別：今後、食育の連携をとりたい相手

　今後、食育の連携をとりたい相手を所属別に表王6に示

す。全体では主な相手は高い順に、小学校（40．0％）、家

庭（33．6％〉、幼稚園（30．3％）、子育て支援センター

（28．9％）、保育所（28．4％）、中学校（27。3％）、保健セ

ンター（27．3％）であった。行政に所属する者の主な相

手は高い順に、小学校（47．5％）幼稚園（44，0％）、保育

所（42．1％）、中学校（40．0％）、家庭（33。5％）であっ

た。社会福祉施設に所属する者の主な相手は高い順に、

小学校（35．3％）、家庭（33。2％）、保健センター（27．7％）、

子育て支援センター（26。9％）、保健所（21．8％）であっ

た。その他の所属の者の主な相手は高い順に、家庭

（34．3％）、小学校（34．0％）、保育所（32．2％）、幼稚園

（3王．0％）、保健センター（28。9％）であった。

　一方、「すでに多くのところと連携しており、これ以

上連携の必要はない」とする者は、全体でO，8％と低か

った。また、「食育の推進に連携の必要はない」とする者

も全体で0．2％と大変低かった。

w．考察

　本研究においては、結果を職種別、所属別に分類して

分析を試みたところ、各職種問、各所属間における差が

みられた。しかし、職種と所属間の相互関係にっいては

特筆すべき事項はみられなかったことから、考察は、両

者をまとめて「食育の連携」という観点から行った。

1．保育所における食育の連携

　本調査結果では、管理栄養士、栄養士、保健師は、多

様な相手と連携して食育を進めていたが、保育士の連携

相手は、保育所と家庭に限定されていた。これは、回答

者の保育士の職場のほとんどが、保育所であると推察さ

れることから、保育所は、家庭以外の他の機関との連携

がほとんどなされていない状況にあることが考えられる。

しかし、保育所には、地域の子育て支援を担う役割と共

に、地域に向けた食育の発信拠点としての役割を果たす

ことが求められている。そこで、保育所は子どもの生活

の連続性を踏まえ、家庭以外にも、例えば住民組織・団

体や子育て支援センターなど、地域社会における横の連

携と、小・中・高等学校など、子どもの成長・発達を考

慮した縦の連携をとりながら食育を推進していくことが

望まれる。なお、多様な組織・機関と連携することで、

食育の視点を重視した保育の方針や取り組みを、保護者

や地域住民、関係機関に伝えられる。また、食育の計画

に様々な連携先の意見を取り入れることができるので、

保育所にとっても、食育の評価・改善に役立つと考える。

2．家庭との食育の連携

　今回得られた結果では、食育を家庭と連携して進めて

いる割合は職種別、所属別分類共に、約14％～31％であ

り、また、今後、家庭との連携を望む者も、約30％～35％

であまり高い割合ではなかった。しかし、特に子どもが

幼いうちは、自分で生活リズムを整えたり、食事の内容

を考え、準備したりすることはできないために、家族の

食習慣が子どもの食習慣に大きく影響する3）。また、食

育は生活全体で捉えていくことが重要であり、保健セン

ターなどで実施される乳幼児健康診査の機会に食育も

行われてはいるが4）、保健センターや子育て支援センタ

ーなどだけで完結するものではないので、家庭との食育

の連携は、今後、一層強めていく必要があると思われる。

　家庭との食育の連携を進める際には、子ども本人への

食育と共に、その保護者等に対する食育への配慮も必要

になると考える。しかし、この保護者等への食育は、子

どもにどのように食生活・栄養のことを教えたらよいか

わからないとする母親も多いので、専門職種による保護
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者の子どもへの食育の教授法の支援が必要であること

が示されている3）。さらに、保護者自身の食に関する知

識・技術の習得や望ましい食習慣の確立などをめざした

行動変容が起こるような支援の両方が求められる。

　なお、r早寝、早起き、朝ごはん3運動や朝食の欠食

をなくす運動など、生活リズムの確立という基本的生活

習慣の育成を通して適正な食生活を可能にするために

も家庭との食育の連携は欠かせない。しかし、保護者の

労働の長時間化に伴い、生活リズムの乱れや生活時間の

夜型化など、食生活に影響を及ぼす現象の中には、保護

者だけの責任で起こっているとは言えない問題もあり、

それらは社会全体で検討し、解決される課題であると思

われる。

3．求められるライフステージを通じた食育の連携

　現在、食育で連携している相手と、今後、食育の連携

をとりたい相手の割合の差が大きいところ、即ち、現在

あまり連携がとれていないが、今後の連携が特に強く望

まれる相手として、職種、所属に関わらず、小・中・高

等学校、大学・短期大学・専門学校が、比較的多くあげ

られていた。この結果は、現在実施している食育が、対

象者の現状を「点」で捉えることが多い傾向にあるが、

それを乳幼児期からの育ちを視野に入れたライフステ

ージを通じて食育を進める「線」で捉え、その変化に伴う

健康状態、栄養状態、社会的環境などを考慮し、さらに

「線」を「面」に展開していくことの重要性に気づいて

いる者が多いことを示唆している。ところが、通常、食

育の対象者の年齢が異なる組織や機関の間では、交流す

る機会が少なく、連絡を取り合うことは難しい状況にあ

る。そこで、本調査においても、連携を望む者が多かっ

たが、地域の食育推進連絡会（協議会）を連携の核とす

るような体制の構築が、今後強く望まれる。

存・再利用、健康など、地域と食のつながりを見据えて、

食生活全体を大きく捉えた食育を推進していくことが

望まれる。そのためには、多様な組織・機関との連携の

意義を問い直し、その重要性を再確認して連携を積極的

に推し進めていくことが必要であると考える。

V．結論

　本研究結果から、様々な職種が多様な内容で食育に取

り組んではいるものの、その状況には各職種、所属問に

差のあること、また、他組織・機関との連携は、未だ十

分な状況ではないことが明らかにされた。

　家庭と連携する場合には、子ども自身と、保護者への

食育を併せて進めていくことにより、家族が生涯にわた

り健康な生活を営む上で有用な食の選択力が培われ、ま

た、子どもの適切な食習慣の形成に好ましい影響がある

と推察される。そこで、今後は、家族と子どもの両者を

視野に入れた食育支援策にっいての提言に資する調査研

究を実施していくことが望まれる。

　小・中・高等学校や大学などとの連携を求める者が多

いことから、今後はライフステージを通じた縦の連携を

強化する有効な方策を提示する必要性が示唆される。

　なお、連携を進めるにあたり、どのような連携の取り

組みが、より効果的な結果をもたらすのか、明確にする

必要がある。また、連携を円滑に進めていくためには、

関係者に利点があることが重要である。そこで、対象者

への食育の効果と共に、今後は連携に関わった関係者の

利点についての検証も必要であると考える。
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4．連携の必要性の再確認

　本調査結果から、食育の連携状況については「あまり

連携していない」とする者の割合が全体の約30％と高か

った。これは、連携にっいて「できたらやりたい」、「や

ったほうがよいがそこまでは手がまわらない」、「ゆとり

があれば連携も考えてみよう」などあまり重視しない考

えがあることが一因であると思われる。このような考え

の背景には、連携についての正しい理解がなかったり、

さらに地域に立脚して食生活全般を考えるという認識が

少ないことが推察される。

　しかし、食育基本法5）においては、食育の推進にあた

っては、健全な食生活の実践としての単なる食生活の改

善にとどまらず、食に関する感謝の念と理解を深めるこ

とや、伝統ある優れた食文化の継承、地域の特性を生か

した食生活に配慮すること等が求められている。そこで、

食育に携わる者は、食品・栄養素摂取の指導だけに留ま

らず、環境、生産、流通、献立・調理、食事、材料の保
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